
大阪公立大学 専任教員募集要項 

〔都市経営研究院・都市経営研究科・都市政策地域経済分野〕 

                                   

2024年 1月 12日            

人事委員会 

 

この度、大阪公立大学の専任教員を募集することになりましたので、下記によりご応募いただきますよう

お願い申し上げます。 

1 募集人員 准教授 1 名（女性限定） 

2 所 属 都市経営研究院・都市経営研究科・都市経営専攻・都市政策地域経済分野 

3 研究分野の 

内容 

経済学・地理学をベースに、都市再生やまちづくりの関する地域研究を行ってい

る。人口減少・高齢化した都市や地域の課題の解決が望まれる背景をふまえ、実

際的な事例分析、具体的な実証研究など理論と実践の両面からの研究が求められ

ている。また、地域交通、観光等も含め広く都市や地域経営をビジネスの視点か

らアプローチした研究も視野に入れる。 

4 職務内容 

（予定） 

 

 

 
教育 

【大学院都市経営研究科博士前期課程】「都市再生論」「まちづくり概論」

「都市経営論」「地域交通論」及び研究論文作成・指導に関する科目 

【大学院都市経営研究科博士後期課程】「都市経営特殊講義 A（都市政

策・地域経済）」「都市経営演習Ａ（都市政策・地域経済）」 及び研究

論文作成・指導に関する科目 

【全学副専攻】「地域実践演習Ａ・Ｂ」「アゴラセミナー１」「アゴラセミ

ナー２」等を担当する。 

・大学院・学部（学域・機構）における専門分野の教育及び基幹教育。 

※大阪市立大学・大阪府立大学の学生が在学中は、対応する教育につい

ても担当していただきます。 

研究 

・都市再生 

・地域経営 

・まちづくり 

・スマートシティ 

・都市交通 

その他 

大学運営にかかる業務。 

5 着任予定時期  2024 年 4 月以降できるだけ早い日（遅くとも 10 月 1 日着任） 

6 勤務形態 常 勤（任期の定め：なし） 



7 給与・手当等 
公立大学法人大阪の制度が適用されます。 

https://www.upc-osaka.ac.jp/regulation/ 

8 勤務場所 大阪公立大学 杉本キャンパス・梅田サテライト 

9 応募資格 １、以下のうち１つ以上をみたすこと。 

１）博士の学位 

２）専門書（単著）１以上 

３）自身が中心となる編著書３以上 

４）査読付論文５以上 

５）大学・大学院などにおける専任教員としての教育実績５年以上 

２，大学の管理運営に関する能力と熱意のある方 

10 応募書類 １．履歴書４部（コピー可）。 

２．業績表４部（コピー可）。 

３．以下の条件をみたす資料の原本またはコピーを４部。 

（１）「査読付き論文」の規準をみたす場合その査読付き論文。 

（２）「単著」ないし「自身が中心となった編著書」の規準をみたす場合は、そ

の書籍の自身が担当したカ所ないし主要部。 

（３）「教育実績」の規準を満たす場合は、その資料。 

（４）「博士学位」の規準を満たす場合は、その学位論文ないし学位論文出版の

主要部。 

11 応募締切  2024 年 2 月 9 日（金）消印有効 

12 選考方法 （１）１次選考（書類選考） 

（２）２次選考（必要に応じて面接等をおこなう） 

※ なお、面接等のために要する経費は、応募者の負担とします。 

13 書類提出方法 
（１）簡易書留で一括郵送のこと。 

（２）封筒に必ず「都市経営研究科・都市経営専攻・都市政策地域経済分野所属

教員応募書類在中」と朱書のこと。 

   また、封筒の裏には選考結果通知書の送付先住所と氏名を記載すること。 

（３）提出書類は、原則返却しません。 

※ 提出書類に記載された個人情報は、教員採用選考の資料としてのみ利用

し、個人情報保護に関する法律に基づいて適正に取り扱います。 

書類提出先 

公立大学法人大阪 事務局 総務部 人事課 

  〒599-8531 大阪府堺市中区学園町１番１号 

 



14 問合せ先 〔専門分野関係〕 

大阪公立大学 都市経営研究院 大学院都市経営研究科 都市政策地域経済研

究分野 

担当者：佐野 修久 

Mail：nosano@omu.ac.jp 

〔募集全般〕 

 公立大学法人大阪 事務局 総務部 人事課 

電話：072-254-9105（ダイヤルイン） 

15 その他 ・本募集は、公立大学法人大阪が、『大阪公立大学』に勤務する教員として採用

するものです。 

・大阪公立大学では、多様性の確保・国際化の理念に基づき、専門分野が合致

し、同等の教育・研究業績があると認められる場合には、女性教員や外国人教

員の積極的な採用に取り組むこととしています。 

・本公募は、男女雇用機会均等法第８条の規定に基づき、女性に限定して募集す

るものです。 

 


